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東日本大震災による停電発生状況 3月11日時点 
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（出所）総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会電力安全小委員会第2回電気設備地震対策ワーキンググループ2011年11月2日配付資料 



停電復旧状況（東北電力管内） 
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3日で約80%
解消 

8日で約94%
解消 

（出所）総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会電力安全小委員会第2回電気設備地震対策ワーキンググループ2011年11月2日配付資料 



火力・地熱発電設備の被害 
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宮城・福島の火力
発電所の復旧は
数ヶ月後 

（出所）総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会電力安全小委員会第2回電気設備地震対策ワーキンググループ2011年11月2日東北電力提出資料 

日本海側の火
力発電所は運
転継続または
早期に復旧 



調査研究の背景と目的 

• 東日本大震災後の停電復旧は早期に実現された 

• その実現には、部門間の連携が有効であったのではないか
との指摘がある 

 

• 東日本大震災を中心に、災害対応状況における部門間の連
携の果たす役割について検討する 
– 東北電力宮城支店への聞き取り調査にもとづく事例分析 
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部門間の情報連携 

- 
6 
- 

送電 

変電 

配電 

営業 
給電 
（運用） 

情報通信 

総務等 

広報 

（注）部門名は電力各社によって異なる場合があり、その種類もこの限りではない場合がある。 

A変電所の変
圧器が故障 

A変電所の復
旧に時間がか
かりそうだ 

変電所Bの復
旧が間近だ 

進行形の情報も 
含めた情報の共有 

C地域への早
期復旧が必要 

C地域への送
電復旧を優先 

Ｍ送電線からＮ変電所経
由でＰ地域を送電できそう 

行政からD病院に電
源車の対応要請だ 

B変電所の制
御回線は大丈

夫か 

B変電所の供
給エリアの復
旧が近いぞ 
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○災害対策本部における情報連携 

メーカーX社が
B変電所に到

着 



変電と配電との連携 
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配電用 
変電所A 

配電用 
変電所B 

変電 重要施設の多いのは？ 
復旧見込みは？ 

○需要家、送変電設備、配電設備の状況把握を連携して実施 
○設備の巡視（目で確かめる）にも優先順位が必要 

配電用 
変電所A 

病院 
自治体 

避難所 

自治体（災害
対策本部） 

病院 

電源車 

要請 

場合によって協議 
 
 ・重要施設の有無は？ 
 ・設備被害の復旧状況は？  
 ・復旧人員等の配置は？ 

① 
② 

③ 
A 

B 

C D 

配電 



給電（運用）と配電・営業との連携 

配電 

営業 

給電 
（運用） 

需要家 

A火力発電所 

B火力発電所 

C原子力 
発電所 

Y支店・営業所 

X支店・営業所 

Z支店・営業所 

○kW供給可
能 
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節電等の対応 
復旧方針の検討 



復旧方法の判断： 鉄塔 or 鉄柱（送電） 

変電所 

住宅 学校 

病院 商業施設 

鉄塔 
※時間がかかる 

鉄柱 
※早くできる、仮復旧 

いつまでに、どのくらいの 
電力が必要？ 
 
 
 
 
 
 
いつまでに復旧可能？ 
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復旧方法の判断： 仮設変電所  

変電所 

住宅 学校 

病院 商業施設 

仮設 
 変電所？ 

設備の 
交換？ 

電源車？ 

顧客の被害はどのくらい？ 
いつまでに、どのくらいの電力が必要？ 
 
 
 
いつまでに、どのくらいの 
供給が可能？ 

※交換用設備の制約、メーカーの対応 

※仮設用設備数・容量の制約 

※地震直後、沿岸部の 
設備や顧客の被害状況 
が不明な中、検討する 
必要があった 
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発電所の復旧と配電との連携 

配電 火力発電所 
需要家 

（工業用水等） 

発電所稼働に必要な 
資材を供給する顧客の 
停電を復旧 

工業用水等 

給電 
（運用） 

送電 

変電 

他関係 
部門 
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停電復旧における連携（個別送電） 

配電 

営業 

需要家 

①高圧線の復旧後，低圧以下の停電箇所を復旧 
②顧客宅を個別に訪問 
  点検結果 「良」 ⇒ 送電※ 
  点検結果「不良」⇒ 送電否の説明 
  不  在  時  ⇒ 「不在票」の投函 

④顧客からの問合わせ 
⑤再送電日の調整 

⑥再送電※ 
 の依頼 

⑦顧客立会い 
 の下、再送電※ 

※①～⑦の対応が「個別送電」 
（阪神淡路大震災の経験をふまえ 
電気火災を防止するため） 

③個別の送電 
 状況を報告    
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支店における自治体との対応 
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自治体 
担当者（自治体内に連絡員を常駐） 

支店連絡窓口者 

送電 変電 配電 営業 
他関係 
部門 

対応窓口を一本化，多様な要請を主
管箇所別に仕分け，対応を要請。結
果は連絡員を通じて自治体へ報告。 



支店における広報活動 
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報道機関等 

広報 

送電 変電 配電 営業 
他関係 
部門 

【定期的に情報提供】 
・発災初期の停電復旧状況等はほぼ毎
時。 
・停電地域が津波被害を受けた沿岸部
のみになった頃から，停電復旧の状況
変化が少なくなり，情報提供も３回/日程
度になった。最終的には１回/週程度と
なった。 

設備被害状況 
（現場で被害設備の写真撮影も） 

停電戸数の把握 

問い合わせ 



共通支援基盤（バックオフィス）の役割 

送電 

変電 

配電 

総務 

経理 

人事・労務 

営業 

地域 
A     B     C 

○人 

□人 

△人 ▲人 

◆人 

■人 

宿泊場所 
生活資材 
（食料等） 

燃料 
交通手段 
安全判断 

バックオフィス 現場 

○現場担当者は停電・設備復旧に専念 

マッチング 
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まとめ 

• 東日本大震災の停電復旧の早期実現には部門間
連携が果たした役割が大きいと推察される 
– 【送変電－配電－営業】各設備の状況に応じた復旧 

– 【給電－支店（特に配電、営業）】需給対応等 

– 【配電－営業】顧客対応 

– 【現場－バックオフィス（総務・労務等）】後方支援活動 

• 仮に、事業体制を見直すとすれば、災害対応にどの
ような影響が出るか、現状と同じような早期復旧が
可能か、早期復旧維持に必要な対応は何か、につ
いて具体的に検討することが重要といえよう。 
– 災害対策本部、進行形情報の共有、外部との窓口、復旧における連

携・協議など 
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